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　先週末からTPPの国会審議が始まった。守秘義務を盾に政府は関係書類をすべて黒塗りにした資料を提出。これでは国会審議はできないと野党は8日審議をボイコットした。

　審議委員長の自民党・西川氏は新潮社からTPP交渉の内幕を描いた暴露本を出版するらしく、野党質問者はこのゲラ版を手に入れて、西川氏へ関係各省担当官から機密情報を入手し、この本をまとめたのではと詰め寄られている。

　当BIS論壇では長年にわたり、BISの問題点を指摘し、慎重な対応を求めているが、国会審議を視聴している限り、自民党の拙速な対応が問題であることが痛感される。米国では共和党、民主党候補のほとんどがTPPに反対している。なぜ自民党、公明党は拙速に、あわててTPPの国会承認を急いでいるのか。7月に予定される参議院議員選挙前に承認をとり、選挙の論点になることを極力避ける作戦ではないかと疑われる。集団的自衛権関連での憲法改正や増税なども同様である。特にTPPは国会で審議が始まり、最も重大局面に入っているにも関わらず、「TPP交渉から即時撤退を要求する学者の会」（代表・醍醐東大名誉教授）はほとんど鳴りを潜めているが、学者1000人の会の一人である筆者にとっては誠に残念でならない。いまこそ学者の会の抗議活動を再開すべき時だ。

　政府はTPPにより日本のGDPは2.59%、13．6兆円増え、雇用も79.5万人増加。これに対し、農産物の生産は1300億円から2100億円の減少にとどまると、きわめてバラ色の楽観論を振りまいている。聖域として死守すると約束していた農産物5項目に関しても例外品目の424品目のうち170品目の関税撤廃を約束している。また守るべきは守ると豪語していた自動車関連は関税撤廃を25年後に延ばされ、果たして、日本としてどれだけ国益を守ったか問題である。さらに問題の遺伝子交換の食品の安全性、健康、医療関係、特に企業が国家を訴えられるISDS条項を認めるなど、TPP には問題が山積しており、日本の国益を守るため、国会で十分な審議をすべきである。

　最近出版された立教大学の郭　洋春教授の労作『国家戦略特区の正体～外資に売られる日本』（集英社新書）で、TPP以前に日本は「売られていた」。亡国の経済政策～利益はすべて外資が持ち去る。国民皆保険制度も形骸化。企業は解雇が思いのまま。そして憲法違反の疑いあり。などと米国～韓国FTAとの関連でも問題点を指摘している。

一方、福井県立大学の唱　新教授の力作『AIIBの発足とASEAN経済共同体』（晃洋書房）では中国の21世紀の陸と海のシルクロード構想「一帯一路」及びAIIB(アジアインフラ投資銀行)が、21世紀のブレントンウッズ体制にも比する壮大なアジア、中央アジア、中東、アフリカのプロジェクトに大いに貢献するとの見解である。筆者も全面的に同意するものである。これに対し、内閣官房で、TPP政府対策本部幹部として交渉全体に直接関与した経済産業省通商政策局長の鈴木英夫氏の近著『新覇権国家中国、TPP日米同盟』(朝日新聞出版)で「日本はTPPに参加したことで米国とともに、アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）作りにおいて、中國に対してきわめて有利な立場を得たことは間違いない」と自画自賛しているが、商社で国際貿易に長年従事してきた筆者から見れば、これは机上の楽観論だ。
